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１. 16年  3月期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）

(1)経営成績 (百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  3月期 98,991 6.0 8,844 △ 7.7 9,623 △ 0.8

15年  3月期 93,419 13.3 9,581 10.5 9,700 11.5

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  3月期 5,510 1.0 260.25 247.56 14.4 11.5 9.7

15年  3月期 5,457 15.2 254.48 242.91 16.0 12.5 10.4

(注)①期中平均株式数 16年  3月期　　 21,172,542株　　　15年  3月期    21,445,285 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

     ④平成14年5月21日付をもって株式1株を1.1株に分割しております。

 　 　なお、1株当たり当期純利益は、期首に分割が行われたものとして計算しております。

(2)配当状況

         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

16年  3月期 25.00 0.00 25.00 524 9.6 1.3

15年  3月期 25.00 0.00 25.00 530 9.8 1.5

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年  3月期 85,627 40,432 47.2 1,927.20

15年  3月期 82,142 36,019 43.8 1,698.18

(注)①期末発行済株式数　16年  3月期 　 　 20,979,758株　15年  3月期     　21,210,496 株

 　 ②期末自己株式数　　16年  3月期 　       716,120株　15年  3月期          320,227 株

２. 17年  3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）

売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 49,300 4,150 2,400 0.00 － －

通　　期 108,500 10,000 5,730 － 25.00 25.00

(参考）①１株当たり予想当期純利益(通期）　247円　51銭 

 　　　　なお、発表日現在入手可能な情報に基づき、期中平均株式数23,150,698株を算出し、計算しております。

 　　　②上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、

 　　　　今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

平成 16年 3月期    個別財務諸表の概要    

１株当たり株主資本株主資本比率

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本
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個 別 財 務 諸 表 等 
(1)貸借対照表 

（単位：百万円）
当　　　　　期 前　　　　　期

（平成16年3月31日現在） （平成15年3月31日現在）

％ ％
（資　産　の　部）

Ⅰ　流　動　資　産 （ 55,199 ） （ 64.5 ） （ 52,212 ） （ 63.6 ） （ 2,987 ）

現 金 及 び 預 金 11,638 9,900 1,737

受 取 手 形 2 1 0
売 掛 金 13,444 13,236 207

営 業 貸 付 金 17,712 17,421 290
有 価 証 券 1,979 2,409 △ 429

商 品 6,017 4,669 1,348

貯 蔵 品 1,012 720 292
前 払 費 用 341 392 △ 50

未 収 入 金 1,994 1,703 290

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 1,194 -        1,194
繰 延 税 金 資 産 685 412 273

そ の 他 395 2,250 △ 1,854
貸 倒 引 当 金 △ 1,219 △ 906 △ 313

Ⅱ　固　定　資　産 （ 30,428 ） （ 35.5 ） （ 29,930 ） （ 36.4 ） （ 497 ）

　１．有形固定資産 （ 20,080 ） （ 23.4 ） （ 18,834 ） （ 22.9 ） （ 1,245 ）

建 物 8,707 7,679 1,027
構 築 物 209 209 0

機 械 及 び 装 置 231 141 89

車 両 運 搬 具 39 16 22
器 具 及 び 備 品 193 173 19

土 地 10,349 9,678 670

建 設 仮 勘 定 348 934 △ 585

　２．無形固定資産 （ 492 ） （ 0.6 ） （ 352 ） （ 0.4 ） （ 140 ）

借 地 権 3 3 0

商 標 権 0 0 △ 0
電 話 加 入 権 51 48 2

施 設 利 用 権 12 14 △ 1

ソ フ ト ウ ェ ア 424 285 139

　３．投資その他の資産 （ 9,855 ） （ 11.5 ） （ 10,744 ） （ 13.1 ） （ △ 888 ）

投 資 有 価 証 券 4,403 4,591 △ 187

関 係 会 社 株 式 511 410 100
出 資 金 427 136 290

長 期 貸 付 金 87 110 △ 23

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 3,553 4,732 △ 1,178
長 期 前 払 費 用 126 268 △ 141

繰 延 税 金 資 産 145 206 △ 60
そ の 他 714 362 351

貸 倒 引 当 金 △ 114 △ 75 △ 39

資 産 合 計 85,627 100.0 82,142 100.0 3,484

構　成　比 構　成　比金       　    額 金       　    額 金       　    額科　　目

期　　別 比　較　増　減
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（単位：百万円）
当　　　　　期 前　　　　　期

（平成16年3月31日現在） （平成15年3月31日現在）

％ ％
（負　債　の　部）

Ⅰ　流　動　負　債 （ 32,555 ） （ 38.0 ） （ 33,503 ） （ 40.8） （ △ 948 ）

支 払 手 形 18,950 19,602 △ 651

買 掛 金 3,836 3,932 △ 96
短 期 借 入 金 1,439 1,439 0

1年以内返済予定長期借入金 577 713 △ 135

未 払 金 106 190 △ 84
未 払 費 用 3,910 4,031 △ 120

未 払 法 人 税 等 2,311 2,248 63
前 受 金 688 387 300

預 り 金 107 104 2

賞 与 引 当 金 461 399 62
返 品 調 整 引 当 金 135 -        135

割 賦 未 実 現 利 益 -        421 △ 421

そ の 他 30 31 0

Ⅱ　固　定　負　債 （ 12,639 ） （ 14.8 ） （ 12,619 ） （ 15.4） （ 20 ）

社 債 5,000 5,000 0
転 換 社 債 5,000 5,000 0

長 期 借 入 金 1,737 2,273 △ 535

退 職 給 付 引 当 金 64 37 27
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 222 213 9

新 株 予 約 権 134 -        134
そ の 他 480 95 385

負　債　合　計 45,195 52.8 46,123 56.2 △ 928

（資　本　の　部）
Ⅰ　資　本　金 （ 7,114 ） （ 8.3 ） （ 6,773 ） （ 8.2 ） （ 341 ）

Ⅱ　資　本　剰　余　金 （ 7,511 ） （ 8.8 ） （ 7,169 ） （ 8.7 ） （ 341 ）

資 本 準 備 金 7,511 7,169 341
自 己 株 式 処 分 差 益 0 -        0

Ⅲ　利　益　剰　余　金 （ 28,313 ） （ 33.1 ） （ 23,333 ） （ 28.4） （ 4,979 ）

利 益 準 備 金 188 188 0

任 意 積 立 金 21,983 16,983 5,000
当 期 未 処 分 利 益 6,141 6,161 △ 20

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 （ 134 ） （ 0.1 ） （ △ 23 ） （ △ 0.0 ） （ 157 ）

Ⅴ　自　己　株　式 （ △ 2,641 ） （ △ 3.1 ） （ △ 1,233 ） （ △ 1.5 ） （ △ 1,408 ）

資　本　合　計 40,432 47.2 36,019 43.8 4,413

負債及び資本合計 85,627 100.0 82,142 100.0 3,484

金       　    額 金       　    額 金       　    額構　成　比 構　成　比科　　目

期　　別 比　較　増　減
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(2)損益計算書 

（単位：百万円）

当　　　　　期 前　　　　　期

％ ％
Ⅰ 売　　　上　　　高 98,991 100.0 93,419 100.0 5,571

Ⅱ 売　　上　　原　　価 43,844 44.3 41,936 44.9 1,908

Ⅲ 割 賦 未 実 現 利 益 繰 延 差 額 △ 421 △ 0.4 △ 497 △ 0.5 75

　 返 品 調 整 引 当 金 繰 入 差 額 135 0.1 -       135

売 上 総 利 益 55,432 56.0 51,980 55.6 3,452

Ⅳ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 （ 46,587 ） 47.1 （ 42,398 ） 45.3 （ 4,188 ）

営 業 利 益 8,844 8.9 9,581 10.3 △ 736

Ⅴ 営　 業 　外 　収 　益 （ 1,417 ） （ 1.4 ） （ 573 ） （ 0.6 ） （ 844 ）

受 取 利 息 73 65 8

有 価 証 券 利 息 156 79 77

受 取 配 当 金 24 7 16

有 価 証 券 売 却 益 599 105 493

受 取 賃 貸 料 148 116 32

受 取 補 償 金 51 49 1

支 払 不 要 債 務 益 55 27 28

そ の 他 の 営 業 外 収 益 308 121 187

Ⅵ 営　 業 　外 　費 　用 （ 638 ） （ 0.6 ） （ 454 ） （ 0.5 ） （ 184 ）

支 払 利 息 63 78 △ 15

社 債 利 息 113 112 0

社 債 発 行 費 -       119 △ 119

新 株 予 約 権 発 行 費 144 -       144

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 52 -       52

貸 倒 損 失 1 -       1

通貨 ｽﾜｯﾌﾟ ･ ｵﾌﾟ ｼｮ ﾝ評 価 損 174 -       174

そ の 他 の 営 業 外 費 用 89 143 △ 54

経 常 利 益 9,623 9.7 9,700 10.4 △ 76

Ⅶ 特　 別 　利 　益 （ 38 ） （ 0.0 ） （ 35 ） （ 0.0 ） （ 3 ）

固 定 資 産 売 却 益 4 -       4

償 却 債 権 取 立 益 34 35 △ 0

Ⅷ 特 　別 　損 　失 （ 152 ） （ 0.1 ） （ 310 ） （ 0.3 ） （ △ 157 ）

固 定 資 産 除 却 損 6 66 △ 60

投 資 有 価 証 券 売 却 損 13 -       13

投 資 有 価 証 券 評 価 損 122 165 △ 43

関 係 会 社 株 式 評 価 損 -       47 △ 47

出 資 金 評 価 損 10 -       10

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 -       30 △ 30

税 引 前 当 期 純 利 益 9,509 9.6 9,425 10.1 84

法人 税、 住民 税及 び事 業 税 4,320 4.3 3,987 4.3 333

法 人 税 等 調 整 額 △ 320 △ 0.3 △ 19 △ 0.0 △ 301

当 期 純 利 益 5,510 5.6 5,457 5.8 52

前 期 繰 越 利 益 631 704 △ 72

当 期 未 処 分 利 益 6,141 6,161 △ 20

金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

自 平成15年 4月 1日
至 平成16年 3月31日

自 平成14年 4月 1日
至 平成15年 3月31日

百　分　比 百　分　比
科　　目

期　　別
比 較 増 減
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(3)利益処分案 

(注)利益配当金は、前期については自己株式 320,227 株分、当期については自己株式 716,120

株分を除いて計算しております。 

　　　期　別

　　　科　目

当 期 未 処 分 利 益 6,141 6,161 △　20 

利 益 配 当 金 524 530 △　5 
（1株につき25円） （1株につき25円）

任 意 積 立 金
　　　　別 途 積 立 金 5,000 5,000 0

次 期 繰 越 利 益 616 631 △　14 

これを次のとおり処分いたします

（単位：百万円）

当　　期 前　　期 比較増減
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重要な会計方針 

 

１.資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

子 会 社 株 式           移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの    決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの    移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

商   品     移動平均法による低価法 

貯 蔵 品     最終仕入原価法 

③デリバティブ       時価法 

 

２.固定資産の減価償却方法 

①有形固定資産   定率法を採用しております。 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を採用しております。 

②無形固定資産   定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間(5年)に基づく定額法によっております。 

③長期前払費用   定額法によっております。 

 

３.繰延資産の処理方法 

新株予約権発行費は、発行時に全額費用として処理しております。 

 

４.外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 

５.引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 
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②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③返品調整引当金 

期末日後の返品による損失に備えるため、過去の返品実績率等による返品見込額に対す

る売上総利益相当額を計上しております。 

商品の返品については、従来、返品時に処理しておりましたが、売上高の増大に伴い返

品金額が増加し、今後もその傾向が継続すると見込まれることから、期間損益計算のよ

り一層の適正化を図るため、当事業年度から、過去の返品実績等に基づく返品調整引当

金を計上することに変更いたしました。この変更により、従来の方法によった場合に比

べ、売上総利益は135百万円少なく、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞ

れ同額少なく表示されております 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（5年）による定額法により按分した額を発生年度から費用処理しております。 

⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

６.リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７.ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：為替予約取引、通貨スワップ取引 

 ヘッジ対象：外貨建予定取引 

③ヘッジ方針 

 外貨建予定取引の為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引・通貨スワップ取引

を行っております。 

 

８.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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会計処理の変更 

  

（割賦販売の会計処理） 

割賦販売に係る収益の計上については、従来、賦払期間が6ヶ月以上の割賦販売につい

ては割賦基準を適用しておりましたが、割賦基準の対象売上高が縮小し、今後もその傾

向が継続すると見込まれることから、貸倒引当金及び代金回収費等のアフターコストを

区別して手当する必要性が乏しくなったことにより、収益と費用の合理的な対応を図る

ため、当事業年度から原則的な収益の計上基準である販売基準により売上を計上するこ

とに変更いたしました。この変更により、従来の方法に比べて、売上総利益は、217百

万円多く、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ同額多く表示されてお

ります。 
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注 記 事 項 

 

（貸借対照表関係） 

 

当 期 

 

前 期 
  (平成1 6年3月31日現在)  (平成1 5年3 月3 1日現在) 

１.有形固定資産の減価償却累計額  5,940百万円  5,351百万円 
     

２．担保資産及び担保付債務     

①担保に供している資産     

現 金 及 び 預 金   100百万円   100百万円 

建 物  6,984百万円  6,511百万円 

土 地  7,532百万円  8,309百万円 

計  14,617百万円  14,921百万円 

②担保付債務      

短 期 借 入 金  1,066百万円  1,065百万円 

1年以内返済予定長期借入金    503百万円   653百万円 

長 期 借 入 金  1,662百万円  2,108百万円 

計  3,232百万円  3,826百万円 
※当期より上記の他にﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ取引の担保として｢投資有価証券｣907百万円を差入れております。 

 
３．保証債務    1,873百万円    651百万円 
     

４．自己株式の数及び貸借対照表価額     

株 式 数    716,120株    320,227株 

貸 借 対 照 表 価 額  2,641百万円  1,233百万円 

     

５．発行株式の増加又は減少     

①転換社債の転換による増加     

発 行 株 式 数         －株    3,791株 

転 換 価 額     －円－銭  1,186円60銭 

資 本 組 入 額     －百万円    2百万円 

②株式の分割     

発 行 株 式 数    － 株  1,956,993株 
  （割当比率  － ）  （割当比率 1 :1．1） 

③新株予約権の行使による増加     

発 行 株 式 数     165,155株         －株 

発 行 価 額   4,140円00銭     －円－銭 

資 本 組 入 額     341百万円     －百万円 

     

 (損益計算書関係)  当 期    前 期  
 

( 
自 平 成1 5年4月 1日 

至 平 成1 6年3月3 1日 )
 
( 

自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 ) 

１．販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額        

荷 造 運 賃  7,602百万円    6,987百万円  

広 告 宣 伝 費  12,389百万円         11,898百万円  

販 売 促 進 費  4,474百万円    4,166百万円  

貸 倒 損 失   433百万円     321百万円  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  1,274百万円   941百万円 

給 料 手 当  5,247百万円    4,524百万円  

賞 与 引 当 金 繰 入 額  461百万円     399百万円  

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額     98百万円      92百万円  

役員退職慰労引当金繰入額  9百万円      10百万円  

支 払 手 数 料  2,822百万円    2,508百万円  

通 信 費  7,171百万円    6,785百万円  

減 価 償 却 費  660百万円     556百万円  
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(リース取引関係) 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

（当 期 末）                                                         

  取 得 価 額 相 当 額  減価償却累計額相当額   期 末 残 高 相 当 額  

機 械 及 び 装 置   1,183百万円  291百万円  891百万円  

器 具 及 び 備 品   2,774百万円   1,284百万円   1,490百万円  

車 両 運 搬 具  12百万円  7百万円  4百万円  

ソ フ ト ウ ェ ア     1,433百万円   586百万円  846百万円  

合 計   5,403百万円   2,169百万円   3,234百万円  

（前 期 末）                                           

  取 得 価 額 相 当 額  減価償却累計額相当額   期 末 残 高 相 当 額 

機 械 及 び 装 置   821百万円  212百万円  609百万円 

器 具 及 び 備 品   2,321百万円   1,058百万円   1,263百万円 

車 両 運 搬 具  12百万円  4百万円  7百万円 

ソ フ ト ウ ェ ア      872百万円   351百万円  520百万円 

合 計   4,028百万円   1,627百万円   2,401百万円 

 

② 未経過リース料期末残高相当額 
                              当 期    前 期  

 
(

自 平成1 5年4月 1日 

至 平成1 6年3月3 1日 )  (
自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 )

１  年  内  993百万円    707百万円  

１  年  超  2,435百万円    1,856百万円  

合    計  3,429百万円   2,564百万円 

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支 払 リ ー ス 料  962百万円    831百万円 

減 価 償 却 費 相 当 額     891百万円    756百万円 

支 払 利 息 相 当 額  93百万円        92百万円 

       

④ 減価償却費相当額の算出方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって算出してお

ります。 

⑤ 利息相当額の算出方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっております。 
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（有価証券関係） 

前事業年度、当事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

  当 期  前 期 

  (平成16年3月31日現在)  (平成15年3月31日現在) 

繰延税金資産     

 賞与引当金損金算入限度超過額  207百万円  143百万円 

 貸倒引当金損金算入限度超過額  119百万円  －百万円 

 返品調整引当金損金算入限度超過額  54百万円  －百万円 

 割賦未実現利益繰延否認  －百万円  △21百万円 

 未払事業税否認  198百万円  197百万円 

 役員退職慰労引当金否認  90百万円  86百万円 

 投資有価証券評価損  21百万円  61百万円 

関係会社株式評価損  19百万円  19百万円 

有価証券評価差額金            －百万円  15百万円 

 その他  212百万円  116百万円 

繰 延 税 金 資 産 合 計  922百万円  618百万円 

     

繰 延 税 金 負 債      

有価証券評価差額金            △ 91百万円  －百万円 

繰 延 税 金 負 債 合 計           △ 91百万円  －百万円 

繰延税金資産の純額  831百万円  618百万円 

 

 

役員の異動 

該当事項はありません。 

 

 


